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文部省は1893年の実業補習学校規程によって実習補習学校を創設した。その後， 1902年の実業

補習学校規程改正により本格的な整備を始め，さらに1920年の実業補習学校規程改正により，目

的規程をそれ以前の f実業教育および普通教育の補習jから「職業教育および公民教育Jへと変
質した。 1935年には， 1926年に設置された青年訓練所と統合し青年学校とする。 1920年には，実

業補害学校の専任教員の養成のため，実業補習学校教員養成所令および実業補習学校教員養成所

令施行規出を制定し，実業補習学校教員養成所を設置した。

文部省は， 1920年実業補習学校規定改正における実業補習学校の目的規定の変更後， 1922年に

実業補習学校標準学科課裡を通牒で示し，後期の修身科で、は公民心得を教授するよう指導した。

同年，実業補習学校公民科教授要綱の編纂を開始し， 1924年に完成，公布する。また，これら一

連の措置とともに，講習会，講演会等を開催し，制度の周知徹窟をはかった。

かかる実業補習学校への公民科導入については，大森照夫，中野重人，諸富文紀各氏の先行諸

研究1)により，その大要が暁らかとなってはいるが，しかしなお，以下のような開題点がある。

中野，諸事両氏の研究においては，実業補習学校における公民科は法令上にその特設が明記さ
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れていないが，中等諸学校における公民科は法令上にその特設が明記されているという相違から

両者を区別して，前者は修身が発麗的解消をしたもの，ないしは修身科と合体したものであり，

後者は法制経済の延長上にあるものとの理解を示している o 両氏ともに，中等諸学校の公民科教

授要目 (1930，31年成立)の内容・構成が実業補習学校公民科教授要網のそれとほとんど同じで

あるという事実を指摘しているが，この事実と上記の浬解は整合し難い。

また，大森氏は，実業補習学校公民科教授要綱は「適当なる科目においてj公民科を教授する

ことを規定しており，かかる位置づけでは実効をあげられるかどうか問題となったがゆえに，公

民科特設についてしばしば議論がなされ，その結巣実業補習学校では1930年に，中等学校では

1931年に特設に至ったものとしている。しかし，実業補習学校公民科教授要綱には f適当なる科

目においてJという規定は無いし，また， 1930年に実業補習学校において公民科は特設されては
いない。

このように，実業補習学校における公民科の導入については，未だ整合的理解が得られていな

いし，それゆえにまた，実業補習学校公民科について懇意的解釈が行われる可能性を残している。

本稿では，先行研究における上記の問題点をふまえ，実業補曹学校への公民科導入について，

文部省の意図はいかなるものであり，実業檎習学校および実業補習学校教員養成所においてそれ

をいかに具体化したのかを検討する。特に，実業補習学校教員養成所は，地方における公民教育

推進の中心たることを期待されていたのであり，そこでは文部省の政策が最も明瞭に具体化され

た。よって，実業補習学校教員養成所における公民科導入の実態を明らかにすることを霊視した。

なお，本稿で検討する実業補習学校および実業補菅学校教員養成所に関する諸法令中，公民教

育に関する学科目を規定しているのは以下の諸事項である。

-改正実業補習学校規程(1920年12月17臼)

第五条 実業補習学校ノ学科Eハ前期ニモE1)テハ修身，国語，理科及職業ニ関スル学科目トシ

後期ニ在1)テハ修身，国語，数学及職業ニ関スル学科目トス…(中略)…必要ニ応シ腰史，

地理，体操，法制，経済，簿記，外国語，其他ノ学科目ヨリ適宜選択シテ之ヲ加設スjレコト

ヲ得

第八条 実業補習学校ニ於テハ適当ナjレ学科目ニ於テ法制上ノ知識其ノ他閤民公民トシテ心得

ヘキ事項ヲ授ケ文経済観念ノ養成ニカムルヲ要ス…(後略)2)

-実業補習学校教員養成所令施符規則(1920年12月18日)

第二条 実業補習学校教員養成所ノ学科居ハ修身，教育，法制，経済並実業ニ関スjレ学科邑及

実習トス，偲シ女子ニ付テハ家事裁縫ヲ加へ法制，経済ハ之ヲ欠クコトヲ得

(第二項略)

第一項学科邑ノ外，関語，数学，外国語，簿記，社会学大意，其他必要ナル学科目ヲ加設ス

ルコトヲ得3)

-実業補習学科諜寝ニ関スル件(1922年2月15日)

男子の場合，前期の修身の内容が f道徳ノ要旨J，後期の修身の内容が f公民心得Jとなって
いる。女子の場合は，前期の修身の内容が「道徳ノ要旨作法J，後期の修身の内容は「道徳ノ
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要旨作法公民心得jとなっている4}。

1.文部省の実業補習学校における公民科設置推進策

(1)公民科設置の論理
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1930， 31年の中等諸学校における公民科特設にともなって開催された第l自公民教育講習会に

おいて，篠原英太郎(文部省普通学務局長)は彼の講演中 f……此の(実業補習学校の一武藤)

制度の下に於きましては未だ公民科の特設，独立の学科目を其の教育の内容に確立をすると去う

ことにはなって居らぬのであります，楚れが特設の一学科呂となりましたのは，郎ち先程来申し

て居ります師範学校，中学校，実業学校の新制度に基くものであるのでございます。J5}と述べた。

このように，実業学校規程，師範学校規程，中学校令施行規出の改正により特設を明記した中

等諸学校における公民科の設置形態の新規性や重要性を強調するとき， r公民教育の歴史のよう
なものを若し将来書くと致しましたならば，大正九年制定の実業補習学校規程と云うものは趣め

て沿革上重要な価値があるものと言わなければならぬJ6}としながらも，実業補習学校における

公民科の設置形態と中等諸学校におけるそれとの椙違が露になるのであった。

では，文部省は，このように制度上特設が明記されてはいなかった実業構習学校における公民

科の設置をいかなる論理で根拠づけ推進したのだろうか。以下，実業補習教育に深く関わった文

部官僚の言説により検討する。

松本喜一(文部省実業補習教育主事)は， 1920年の実業補習学校規親においては「必しも公民

科を特設するを本旨とはしないjとしながら， r実際上現時の我が国民の程度としては公民的知
見が余りに乏しきに過ぐると云ふ所からと今一つは既に修身科が特設されてある所であるからと

去ふので，かの標準学科課程中に後期修身科の中に公民心得として，これを加へ，以て公民的知

見を与ふることとし，一方大にこれが実践窮行の訓練に重きを罷きたる次第である。J}と述べ，
後期の修身科の内容を公民心得とする旨の説明を行った。

千葉敬止(文部省実業補習教育主事)は，松本と同様， 1920年の実業補習学校規患には「公民

教育を行うべき主旨は…中路…第一条及び第八条に於て示されてるけれども，別に之が特別学科

日が設けられてない。jとしながら，松本よりさらに積極的な公民科の位置づけを行っている。

すなわち，後期の修身科は主として公民心得に関する教材を教授するのであるから，学科目の名

称もこれにふさわしいものを用いても可であるとし， rこの度文部省に設けられたる公民教育調
査会は，主としてこの後期修身科の公民心得に関する調査で、あるが，其の調査の題目は既に新関

紙にも発表された通り，公民科(後期修身科)教授要目としてる次第故，後期の修身科は公民科

として差支ない次第である。されば，今日まで公民教育に用いたる学科目としての種々の名称は，

今後は公民科として統ーしたいものである。J8}と述べた。

後期修身科の内容を公民心得とし，そのカリキュラムに公民科教授要綱という名称を冠するこ

とによって，必須科目である後期修身科を名実ともに公民科に置き換えたのであった。実業捕習

学校において，公民科はかかる論理によって挙実上 f特設jされたのである。

また，粟謹謙(文部次官)は，公民教育調査委員会発足準備段階的での次のような議論を紹介

している。

「実業補習学校規程には公民科と云う雷葉は無い。前期に於ても後期に於ても必修学科目とし

てあるのは修身であって，其外には法制経済を便宜加設することが出来ると云う規程があるに過

ぎない。唯幾らか似た設葉としては第八条に，適当な学科自に於て法制上の知識其他国民公民と
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して心得べき事項を授けると云うことが欝いである。それ以外には公民科に関するようなことは

ない。そこで此名前を伺と附けようか，修身科とした方が宜くはないか，公民と云うことは誤解

が起こる。公民として法制ょに書いてあるのは市町村の公民と云う字がある。公民と云えば市町

村の公民と云う意味になりはしないか。所謂公民として授けんと欲するものは市町村の公民とし

ての心得ではなくして，一般国民，患家の組織分子としての心得，文社会を組織する分子として

の心得を含むものであって，道徳と法律と経済の三つの部冨を悉く包含して居る訳であるから，

公民科と云うのは市町村の公民と紛らわしいがどうであろう云うような議論もありましたが，修

身科とか国民科とか云う文字は響きが余り宜しくない，もう少しくだけで申せば何だかもう古臭

い，新しい感じを起す上に於て，多少問題があっても公民科と云う言葉が響きが宜しいと云うの

で此公民科と云う文字を使ったのであります。併し其頃は公民科だけで、は心細いと云う訳で， (後

期修身科)と括弧を入れてありました。其教授要項を務えると云うことで漸く話がついたのであ

ります。」

この議論から，第一に，実業補習学校における公民教育は，道徳，法律，経済を包含する独自

の教科を設置して行うことが前提とされていること，第二に，その教科の名称をどうするかとい

う議論の文脈においてのみ「後期修身科Jという言葉が問題となっていることが解る。

第ニの点は，粟屋が先の引用部分に続けて「所がこの公民教育と去う言葉は余程世間の感じが

宜かったと見えて，新開や其他に於て大層歓迎されて，公民教育の必要と云うことを社会に於て

もやかましく論ずるやうになった結果，段々公民科と云う字を使っても不思議はない，寧ろ今で

は公民科(後期修身科)などと云うと非常に滑稽に聞える位に進んで参りました。Jと述べてい
ることからさらに明かである10)。

事実上 f特設jされた公民科は，あくまでも修身と置き換えられたのであって，修身と合体し

たとか，修身が発展的に解消したとかいうようなものではなかったのである。

(2) 公民科 f特設J明記のための法令改正の意向
このような論理による公民科「特設Jをさらに確闘たるものとするため，文部省は公民科の特

設を明記する法令改正の検討も行っていた。

1924年5月に開催された第一毘全盟実業補習学校教員養成所長会議において，木村正義(文部

書記官)は「従来の法制経済という項は今回公民とする考えにした従って施行規則もこの点だけ

改正する考えである。j11)と述べた。実業構習学校公民科教授要網が成立するのは同年9丹であ

り，都令によりそれが公布されたのは10丹である。実業補習学校公民科教授要綱についての論議

は，実業補習学校教員養成所令施行規則に公民科 f特設jを明記することを前提として行なわれ

ていたのであり，このことは当然，実業補習学校規程の改正と一体のものとして計画されていた

はずである。

文部省の法令改正の意向について，さらに，以下に示す雑誌 f補習教育J1925年4月号の裳報
機の記事より知ることができる12)。

「大正九年十二月に於ける実業補習学校規程の根本的改正は斯教育の顕著なる普及発達を促し

たが，文部当局に於ては時代の推移に鑑み一層の改善鑑輿を図る為め，近き将来に更に本規樫に

改正を加えらるるそうである。

即ち其の第ーとして新に公民科を設け之を後期の必須科とする方針と承る，公民科の教授要綱

は昨年既に発表せられ，該科の帰すべき所を示されたのであるから，之を必須科に加えらるるは
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当然の結果である。……(第二，第三，絡)……尚本規裡の改正と持時に之に伴う実業補習学校

教員養成所令施行規則にも改正を加え，公民科及体操科を必須科とする方針であると云う事であ

る。j13)

このように，文部省は公民教育識査委員会における実業補習学校公民科教授要綱の論議の最中

から，実業補習学校規程および実業補習学校教員養成所令施行規則に公民科特設を明記すること

を自指していたことは確実である。しかしながら，その後このような艇度改正は実現しなかった。

その理由については未だ不明であるが，おそらくは， 1926年の青年訓練所の発足と，そこにおけ

る「修身及公民科j設置との関わりで問題があったのではないかと，思われる。

かかる法令改正が実現しなかったことによって，文部省が実業補習学校における公民科設置推

進上不都合を感じたであろうことは， 1930年に鴎篤朗(元文部省実業補習教育主事)が彼の著作

において次のように述べたことからも推察できる o

「実業補習学校に於ては，従来，公民教授は行いっくりかえし，又，其の必要をも認めて居な

がら，肝心，その規程の中には公民科を一学科と認めず，多くは，修身科と並べて之を授けっく

りかえしあった。此れは，従来の改正新規寝の不備であるためである。依て，大正九年改正の実

業檎習学校規桂は更に，文，改正して，実業補習学校の後期に於ては，修身科に代えて，公民科

を課し，之を必須諜とすることに改むるべきである。j14)

法令改正の頓挫以降，実業補習学校においては「慨に公民科を特設して公民教育の内容方法等

定まれるj15)という木村正義(実業学務局工業及補習教育課長)の主張にみられるように，先述

の論理に基づく公民科 f特設jの既成事実化をさらに押し進めることにより，需のいう「規程の

不備Jを克服していった。

2.実業構習学校における公民科設置の具体化

では 1において暁らかにしたような，文部省の公民科設置推進策は，実業補習学校において

いかに具体化していったのだろうか。以下，実業補習教育に関連する諸会議における発雷，答申

等により考察する。

(1 )文部省主鋸実業補習教育講演会・協議会(1921年)

1920年の実業補習学校規程改正における自的規程の変更一一「実業教育および普通教育の補

習jから「職業教育および公民教育Jへーーにともない，文部省は制度の普及・徹底の閥的をもっ
て， 1921年6月28-30日の新潟県を皮切りに全国各地で「実業補習教育講演会Jを開催した16)。

講演題自は r.…・・主として実業補習教育制度並に公民教湾都市農村に於ける実業補習教育経済事
情時事問題に関するもの……j17)であった。…例として新潟における講演題目，講師を以下に示

す18)。

実業補習教育制度 文部省実業学務局長 山鯖達之輔

都市補習教育 東京帝国大学教授工学博士佐野利器

農村補習教育 同 農学博士潔村員一

実業補習教育ニ於ケJレ公民教育 文部書記宮関屋龍吉

農村問題 東京帝国大学教授農学博士横井時敬

経済事情 同 法学博士渡辺錨蔵
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各開催地では，このような講演とともに協議会が開催され，文部省諮問事項，開催県の諮問事

項につき論議，答申がなされた。各協議会に対する文部省からの諮問事項は「実業補習学校ニ於

テ公民教育ノ轍底ヲ期スルニ適切ナjレ方法如何jであった。

新潟県で開催された講演会・協議会の記録を新潟県教育会が出版しており，その概要を知るこ

とができる1針。よって，新潟県開催の実業補習教育講演会における協議を中心に考察する。

上記文部省諮問事項についての協議会における論議の冒頭では，そもそも公民教育ということ

自体が如何なるものか判然としないのに，その徹底方法など論じようがない，という意見が多数

を占めた。まずは公民教育とは一体知伺なるものか定義を明確にしようという方向で論議が進ん

だのである。その席上，定義として「公民道徳の教育j，r市町村艇の公誌の教育j，r留民公民と
しての立憲治下に於ける自治民としての教育j，等々が提案されたが論議未了のまま委員付託と

された20)。

翌日の委員報告においては，公認教育を「立憲治下に於ける自治団体の一員たるに必須なる修

養をなさしなるを巨的とする教育jと定義したうえで答申案が提出され，原案通り採択された。

この公民教育の定義は，委員長山崎織次部(長野県)の説明によれば r..・H ・大体それについて
は皆さんの御異論もあろうとは考えて居るが，持んとか考えなければ答申を作ることが出来ない

と云うので，此の様に定めた……j21)ものであって，暫定的，ないしは最大公約数的なものであ

る。

以上のような経退を経て得られた答申は以下の各項である。

自治生活の全体(組織運用等)を理解し得るの素地を作り協同生活に必要なる認iI練を施

し自治精神を体得せしむる事

二.自己の属する自治体の現状を通じ自治制度の精神を理解し社会連常の自覚そ喚起する事

三.公民的訓練の実践的指導を為す事

四.優良なる教員養成に鼠むる事

五.以上の精神による教授要呂を文部省より速に発表ありたきこと

以上より， 1920年の実業補習学校規程における公民教育の規定は，実業補習学校にとって具体

的な指針となり得るものでなく，それゆえ，答申の第五項にみられるように，実業補習学校が異

体的カリキュラムの発表を文部省に対し要請するということになるのは必然的であったことが明

かである。

また，同協議会において，富山県より公民科の特設を希望する発言がなされたが，その理由は

「公民教育の意義内容に対して色々考えがまち/¥であって，私等も迷って居るjから，公民科

の特設を明示し，同時に，教授欝を文部省で編纂して欲しい，というものだった制。かかる主

叢も，文部省が推進する公民教膏なるものが，実業補習学校にとって未だつかみどころのないも

のであるがゆえに，異体的内容に及ぶ指導を文部省に対し求めたものだった。

また，同年11月には，愛知県における実業補習教育講演会・協議会が開催された。新潟県同様，

文部省諮開事項「実業補習学校ニ於テ公民教脊ノ徹蔵ヲ期スルニ適切ナル方法如何jIこっき協議

が行われ，以下の10項目の答申があった。

….公民科を特設すること
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一 公民科以外の学科に連絡をとり又常に時事問題により十分教授の徹底を図ること
三.文部省に於て公民科教授の要目を制定すること

四.向上公民科教科書を編纂すること

173 

五.補習教育に従事する教師は公民教育に関し明確なる環解を有し堅実なる徳操を具へこの

精神疫体して教育の任に当ること

六.優良なる教員養成に務むること

七.公民的訓練の実践指導をなすこと

l 教授時鶴儀式会合其の他教授時間外に於ける種々の機会を利用し言11練をなすこと

2 教師の自覚に基く示範そ第ーとし個人学級全校等の方面より自治的訓練を施すこと

3 公民教育に関する校外部i練を適当ならしむること

八.随時適当なる人士に科外講演を嘱託すること

九.小学校に於ける公民教育事項に連絡して一層之れが徹底に務むること

十.擾良なる地方自治国体の視察見学に努むること23)

公民科の特設を答申していることに関して，以下のことに注意が向けられねばならない。

この講演会の開催より 3年後， 1924年5月に第1回実業補習学校教員養成所長会議が開催され

た。そこでは実業補習学校教員養成所の襟準的な学科課程につき文部省案が示され，審議に附さ

れた。この文部省案には「公民Jが含まれており，それに対し，愛知県の実業補習学校教員養成
所長は「公民ということについて今日は地方では伺れも迷っている，本省としてこれについて資

料を提供して下さるか。J24)との質問を行っている。

この質問が，上記答申がだされた数年後，しかも，実業補習学校標準学科課程の発表後に，先

の講演会・協議会の開催県であった愛知の実業補習学校教員養成所長(実業補習学校教員養成所

は地方における公民教育推進の中心である)によりなされていることに，事態の深刻さが現れて

いる。

答申の第一項における公民科特設の要求は，文部省の諮問それ自体が政策浸透のための方策で

あり，ある種の強制力をもっていることの結果であるとみるのが妥当であろう。

さらにまた，答申第三，第四項とあわせて考えるれば，答申第一項における公民科特設の要望

は，実業補習学校においては，公民科について具体的構想を持ち得ていないが故に，特設によっ

て文部省が異体的な構想と資料を提示してくれることを望んだものであったということが，いよ

いよ明かとなってくる。

さらに， 1923年4月に熊本で行われた実業裕習教育講演会・協議会では，新潟，愛知の場合と

同様の文部省諮問に対し，文部省が公民教育の要旨を明かにし，教授要目を制定し，かつ教科書

を繭纂すること，また，府県はその地方に適切な公民教育資料を編纂すること等を求める答申を

行っているお)。

いずれの開催地においても，実業補習学校から独自の具体的構想をともなって公民科の特設を

提起することは無かったのである26)。

(2) 第1罰金圏実業補習学技長会議(1922年)

1922年11月2513より 3日間，文部省は第l臨全国実業補習学校長会議を東京外国語学校におい

て開催した。出席者は，北海道と各府県の実業補習学校長および事務主任，朝鮮総督府代表者等
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の計200名であった。

協議事項中公民教育に関する事項は，以下の 2点であった。

第一 実業補菅学校に於て法制経済の知識を授くるに方り之を独立の一科目として課するの

可否並に之を授くるの時賠知何

第二 実業補習学校に於ける前期及後期に課すべき公民教材の範囲並に其の程度如何

これらは，協議の後委員付託となり，以下のような決議がなされた。

協議事項一決議

実業補習学校に於ては法制経済を一学科割として諜せざるを可なりと認む

但し高等科の課程に於ては土地の状況に依り一学科目として課するち可なり

協議事項ニ決議

(イ) 公民教材の範患は左の例に依るものとす

(→ 国家及社会の制度組織に関する知識を与へ公的生活に対する道徳を発達せしむるに
必要なる事項。愚民生活を基礎としたる経済的能力を養成し撞力発展に資するに必要なる事項
日 語体の一員として其の責務を自覚せしめ共同的生活に必要なる訓練を与うるに適切

なる事項

(1) 家に関する事項

(2) 郷土に関する事項

(3) 職業に関する事項

(4) 地方自治に関する事項

(5) 社会に関する事項

(6) 富家lこ関する事項

(7) 層際に関する事項

(ロ) 公民教材の程度は前期に於ては教授の擦是れに関連せる事項を平易に取扱い，後期に

更りでは前期の軽度を進め何れも実際生活に適切なる教材を選ぶものとす27)

これら協議事演の提案理崩，および決議に至る論議の過程を知り得る資料は見いだせない。し

かし次のような推論が可能である。

1920年の実業補習学校規器第8条には公民教育に関わって「実業補習学校ニ於テハ連当ナJレ学

科目ニ於テ法制上ノ知識其他国民公民トシテ心得ペキ事項ヲ授ケ又経済観念ノ養成ニ務ムルコト

ヲ要スjとの規定がある。また，同規韓第5条には加設可能な科目として法制，経済が明示され

ていた。さらに，実業補習学校教員養成所令施行規則においては法制，経済が必須科目とされて

いた。実業檎習学校でこれらの法令に準拠して公民教育に関する科目設定をなそうとしたときに，

法制，経済の設壁をどうするかは当然検討を追られるものであったはずで、ある28)。

しかし， 1922年2月15日付の通牒「実業補習学科課躍ニ関スjレ件jにより，実業補習学校の標

準学科課程が示され，そこでは法制，経済は設定されず，後期の修身の内容が f公民心得Jとさ

れた。公民教育は主としてここで扱うように規定したのである。当会議はこの通牒発布の後に開
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催したものであって，かかる文部省の公民科「特設j推進により，実業補智学校で生起したであ

ろう閤惑を反映したものと思われる。

それ故に，また，法制，経済とは異なる後期修身すなわち「公民心得jなるものの具体的内容

をどうするのかが新たな課題として表出する。これが，文部省が協議事項ニを提案し，論議を求

めた背景であった。

なお， r公民教材」が伺を基礎として案出されたのかについては，即断は避けねばならないが，
仰の白に示された各事項の，家族から国家へのいわゆる「同心丹的拡大原理jによる配列が，

1922年の11月には文部省が作成していた実業補習学校公民科教授要織の原案29)と類叙している

こと，起業にたずさわった委員は議長(粟屋謙実業学務局長)の指名により選出されていること

などから，文部省から事前に提供された資料によることも考えられよう。

(3) 第1臨全国実業補習教育大会(1925年)

1925年7月22日より 2臼間，東京帝国大学農学部農業教育研究会，文部省構内実業補習教育研

究会，および，全国実業補習学校教員養成所協会が主催して第1罰金属実業補習教育大会を開催

した。議長は木村正義(文部書記官)がつとめた。

本大会の開催は1924年の実業補習学校公民科教授要綴発表の後ということもあり，協議事項第

五「普選実施に伴い養成所は公民科取扱上如何なる態度を採るべきかJにみられるように，公民

科設韓を既成事実として扱っている。

この協議事項については，ほとんど論議無くすぐに委員付託となった。委員は議長木村正義が

指名した。協議事項第五の委員会報告は以下のようである。

立憲政治に対する公正の観念を義成し以て町村民の指導者たるの信念を養ふを主眼とし左記事

項の精神を徹臆せしむることに留意す

一.我が閤家社会に対する観念を徹底せしめ国史に基づき国体政体を明確に理解せしめ尊王

愛国の精神を養う

ー 立憲国の公民として立法の主旨を明にし遵法の精神を養う

一・人生に於ける経済の真義を明にし生活の内容を景寵にせしむること

四.社会の進歩に伴ふ人類の幸福を基調とし大同盟結の根本精神を養う

五.時代思議の趨勢を理解し職業を通して社会生存の一員たるの自覚と信念とを養う

これらに対しては，質問，意見ともに無く，藤案通り可決した30)。短い大会期鴎であったと

いうことを差し号iいても，論議は少なく，文部省の主導による運営が目だった。上記決議につい

ては，大会参加者の意見が反映していたものとは考えにくい。

以上の検討より，公民教育を独自の教科形態としての公民科を特設して行うという文部省の政

策の具体化は，実業補曹学校・実業補習学校教員養成所の「主体的なとり組みjによるものでは

なかったことが明かである。

これらの会議は毎年のように開催されたのだが，青年訓練所の設置以降(1926年)は，実業補

習学校と青年訓練所の関係についての開題が主要な議題となり，公民科に関する論議はほとんど

みられない。
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3.実業補習学校教員聾成所における公民科設置の具体化

ここでは2と向様に，文部省の公民科 f設置J推進策が実業補習学校教員養成所においていか

に具体化していったのかについて，実業補習学校教員義成所長会議における発筈等により考察す

る。また，文部省の公民科 f設璽J推進策が最も露に貫徹した実業補習学校教員養成所における
公民科の設費状況を明らかにする。

(1 ) 第1匝全国実業補習学校教員養成所長会議(1924年)

1924年5月16日より 3沼周，文部省が主催して第1阻全国実業補習学校教員養成所長会議を東

京外国語学校において開催した。出席したのは各道府県の実業織習学校教員養成所長，主任，そ

の他関係者49名であった。会議の主要な目的は，教員養成所の標準的な学科目を確定することで

あり，そのため文部省は実業補習学校教員養成所学科課程案を示した。

その文部省案に示された公民教育に関する学科目・内容は，男子は「公民(社会生活ニ関スル

事項)J，女子の場合は「修身及公民(関民道徳ノ要領社会生活ニ関スル事項けとなっていた。

訴にふれたが，この会議においては愛知の実業補習学校教員養成所長から f公民ということに

ついて今日は地方では伺れも迷っている，本省としてこれについて資料を提供して下さるかJ

との質問があり，文部省側は，公民教育調査会の研究調査による要綱を近く融令か通牒によって

示すとの意向を明らかにした。

公民科についてはこれ以上議論が無く，希望条項として「一，公民科に就きでは成るべく速や

かに実業補習学校教員養成所教員を召集して本科の講習をなされたきことJ，rニ，中等学校の法
制経済を公民に改め且中等学校教員の検定試験科問中法制経済を公民に改められたきことJが掲
げられただけであった31)。

ここにおいて見いだされるのも，文部省の公民科 f特設j策に対する歯惑である。

(2) 実業補習学校教員養成所における公民科の設置状現

1で示したごとく，実業補習学校においては，法令上公民科の特設を明記していないという状

態弘通牒，割|令等により克服していった。とりわけ， 1924年の実業補習学校公民科教授要綱公

布後は，事実上の「特設j扱いをすることとなった。

かかる実業補習学校における公民科 f特設jに呼応するため，苔，むしろそれを先導するため

に，実業補習学校教員養成所は公民科の f特設jを呂指すこととなる。その最初の契機が，先述

の第1回全霞実業補習学校教員養成所長会議における，文部省の学科課程案の提示であった。

北海道及び各府県の実業補習学校教員義成所における公民科設置の概況は[表道府県立実業

補習学校教員養成所における公民科設置状況]に示す通りである。

これより，一見して次のことが明かである。

第一に，公民科を設置したことがあるのは全体の8割を占める38道府県にのぼることである。

法令上特設していない学科目の設置都合がこのような高率を示すことは緩めて特徴的である。

第二に，公民科が初めて設置された持期は，ほとんどが実業補習学校公民科教授要綱公布持

(1924年)と中等諸学校での公民科特設時(1930，1931年)に集中している。 1924年以後数年聞

に公民科を設費したのはお県， 1930年以後数年間に設置したのは10燥である。

なお，公民科を設璽したことがないのは8県である。このうち 5県では，法制，経済，社会学
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等の学科目をそれぞれ独立に設鷺していた。他の 3県は多少例外的で，静朔では法制，経溝及公

民，石川では修身法制及公民，大分では修身及公民，法制経済といった学科目を設寵していた。

これまで述べたきたごとく，公民教育を独自の教科形態としての公民科を特設して行うという

文部省の政策は，実業補習学校・実業補習学校教員養成所の f主体的なとり組みJによって具体

化したのではなかったという事実に照らしてみれば，かかる公民科の問時期一斉設置という実態

は，文部省の働きかけという外在的要因に依るものとしか考えようが無い。

この外在的要因としては，各種会議における文部省の諮問や文部官僚の発言の影響があったと

思われる。

たとえば， 1921年以降，各地で開催された実業補習教育講習会と同時開催された，各道府県協

議会への文部省諮問事項「実業補習学校二於テ公民教育ノ徹底ヲ期スルニ適切ナル方法如何Jに
みられるような公民教育の強識がその倒である。さらに先述した1924年開催の第l司実業補習学

校教員養成所長会議において文部省が提示した，実業補習学校教員養成所の標準的学科目業にお

ける， [""公民jの設定は決定的影響を与えたと思われる。

また， 1924年に第I盟公民教育講習会が， 1925年には第2回公民教育講習会が， 1930年には第

3回公認教育講習会が開催される。これらの講習会においては，木村正義{文部書記官)が公民

科についての講習を行い，公民科設置を奨励する発奮をしている。

この講習会の参加資格は，実業補習学校教員養成所の所長，教員および実業補習学校の校長，

教員であった。しかも文部省は地方長官に講習参加者の選定を命じ，選定蓄を前もって提出する

ことを義務づけていること32)にみられるように，文部省の意気込みには並々ならぬものがあっ

た。このような位罷づけゆえに，特に第2田の講習会における，木村の「実業補習学校教員養成

所なども従来は法棋経済となって居りますけれども之を公民科に改めて其処で公民教育を研究す

ると云うことが必要であります。J33)との発言は小さくはない強制力を持った唱はずで、ある。

さらに，講習会等における指導に加え，次のような個別の指導が行われた。

秋田県は1924年2月26日付けで，実業補習学校教員養成所の設龍を申請した。この申請中の「秋

田県実業補習学校教員養成所規則J第7条には学科目として f修身及公民Jがあり，その内容は

「国民道徳ノ要旨・公民心得Jであった。実業補習学校標準学科諜程の，修身前期(道徳の要旨)， 

修身後期(公民心得)という設定に準じたものである。

『青年学校教員養成所学問J(180頁参照)には，秋田県の申請に対する文部省の通牒案が含ま

れている。それは以下のようである。

通膿案

生存月日 局長

秋田県知事宛

実業補習学校教員養成所設置ノ件ニ付通牒

本年ニ月 B付秋発教第一00号申請標記ノ件別紙ノ通指令梧成タル処実業補習学校教

員養成所令施行規出第二条ノ次第モ有シニ付学則第七条中ノ公民ヲ独立ノ学科目トナスカ若

ハ法制，経済ノ学科目ヲ加ヘ且ツ之ニ相当教授時数ヲ記当スル様訂正ノ上御関申相成度
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文部省は，別紙にて設置申請を認める旨指令したが，問時に学科目の訂正を指示したのである。

秋田県はこの通諜に従い，修身と公民を分離し，修身の内容を国民道徳の要旨，公民の内容を公

民心得(法制経済文化史等)，と訂正した34)。

実業補習学校教員養成所令施行規則第二条は，必須の学科目として法制，経済を，加設学科目

として社会学大意を明記するのみであり，公民を独立の学科目にせよとの指示は，法令上「特設J

を明記していないのに，強引に政策の浸透をはかるという文部省の公民科「特設j推進策の一面

を如実に示すものである。

以上より，公民科は法令上に特設が明記されてはいなかったが，文部省の様々な指導・統制に

より極めて多くの実業補習学校教員養成所で設寵されていたことがわかる。

また， r青年学校教員養成所学問jにより以下のことがわかる。 1930年以後に学科の名称が「公
民jから「公民科jに変わっているところがかなりある。例えば，岡山，佐賀，宮崎，沖縄が学

科目名を公民として申請し，文部省は公民科と改めることを求めた。これらの場合に，文部省が

「科Jにこだわった背景には，やはり中等諸学校における公民科の設置ということがあるだろう。

中等諸学校における公民科特設に際して，公民科と法制経済との違いを強襲した文部省としては，

独自の教科としての明確な位置付けを行いたいということではなかっただろうか。

さらに，法制，経済との違いにこだわったものとして，次の例がある。和歌山県立実業補習学

校教員養成所が， 1934年に公民科の内容を「法制，経済，社会学，農業経済Jとして申請したの

に対し，文部省がクレームをつけ，内容を「公民の心得，社会学，農業経済Jに変更させた。埼

玉では，当初の「政治経済及社会生活に必要なる事項Jを， i公民の大要jに変更させている。

実業補習学校教員養成所において，文部省の指導・統制が，学科目の名称，内容等に至るまで

事細かになされていたことは，実業補習学校公民科の性格を考える上で示唆的である。



実業被習学校・実業補習学校教員養成所における公民科の導入 179 

〔表 道府県立実業補欝学校教員養成所における公民科設憲状況〕

1921 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 

北海道 設農法制、経済、社会学

青森 「修身及公民科」

岩手

秋田

宮城

山形

福島

新潟

茨城

栃木

群馬 設号室

千葉 設霞

埼玉

東京 設置

神奈川 設置

静岡

山梨 設置?

長野 「修身及公民科J

富山

石川

~修身及公民科」
岐阜

愛

滋賀i間|法制経済
京都

奈良|設資

和歌山

大阪

兵庫

鳥取 設麓公民関連科医無し 「修身及公民科」

島根 rj~身及公民科J
'唱‘ 唱酔‘ 唱、 .曙 ・町・ 4唱‘i ‘.一a 一唱，唱i 目‘‘「一一d弓曙唱i ・一‘ 一+一晶' 咽

関 山
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1921 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 
広 島| 設置Ir教育Jの学科諜程中に公民教育 .;:::.:.:.;.-.;.:.:<::;:::::::::::::::::::::;:;:;:;:;:::::;:::::;:;:;:;:::;1 

山口i設置
香川

愛媛

徳島

高知

福岡

大

宮

佐賀| 搬 i縄 問機 I r修身及公民科J
長崎|設置 1

沖縄 「修身及公民科Jの他iこ「農村問題」

本表の作成にあたって国立公文書館所蔵文部省文芸書 f青年学校教員養成所学則J(全2冊)および f青年

学校教員養成所設鐙廃止位霊堂改称J(全6附)を資料として利用した。これらの簿冊中には，各道府県立実

業補習学校教員養成所 (1935年以降は青年学校教員養成所)からの，設撞および廃止申請，学則改正申請に

添付された，実業補習学校教員養成所の新i日の学員せが数多く含まれており，設震学科呂および学科諜程と，

それらの変遷を知ることができる。

なお，この資料によっても不明な部分がある。特に， 1924年以前が不明であるのが9燥で，福井県は，

1935年の青年学校教員養成所への移行まで不明である。しかしながら，さしあたり金属的動向を概観するこ

とは可能である。公民科設霞割合等の数績は，これらの部分を除外して算出したものである。

表註

註 r修身及公民科J I立青年学校令に規定された学科目である。

註2 法歯IJ経済の{也、修身の A部として「社会学大意」が設置されている。

註3 修業年限の2年から 1年への短縮にともなう変化である。修身公民の学科課程は「農村問題、地方自治、

農業経済、農業政策及法規」とされており、修身の内容は明示されていない。事実上「公民」が継続し

ているとみてよい。その後、 1934年には修業年限2年にもどり、「公民科J となる。
註4 いつから「修身及公民科」に改定されたかはいまのところ不明である。

※各道府県の学科目の変還を示す帯を区切る縦の実線は学科目の変更時期を示す。区切りが縦の点、線によるの

は変更の時期が未確認で、'推定で示した場合である O
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むすび

本稿では以下のことを明らかにした。文部省は遅くとも1924年以来，実業補習学校において，

修身とは別倒のものとしての公認科特設をめざしていた。また，実業補習学校公民科教授要綱の

公布はこのことを前提としていた。

公民教育を，独自の教科形態としての公民科在特設して行うという文部省の政策は，実業補習

学校・実業補曹学校教員養成所の「主体的なとり組みjによって具体化したので、はなかった。

文部省は，公民科特設を明記する法令改正も悶指してはいたが，かかる法令改正は何らかの理

由により頓挫した。しかし，雷"令や通膿によって，実業補習学校規程に公民科の特設を明記して

いないという「規程の不備J(隅篤郎)を克服するべく，事実上の f特設jを推進していった。

とりわけ，実業補習学校教員養成所における公民科 f特設Jの先導的な推進は，文部省の実業
補習学校公民科に関する政策意図を最も知実に示すものであった。

1931年に木村正義(実業学務局長)は実業補習学校公民科教授要綱の公布そ回顧して， r公民
教育の開題が切実であったJがゆえに， r公民科の名称が未だ規躍の内にも現れざる時に当って，
髄分行き過ぎたと伝へば行き過ぎたと云へるであろう。Jとしながら，文部省がこの事業を「事
実に於て遂行完成したj35)ことを誇っている。

かかる認識は，本稿で明らかにした文部省の公民科「特設j策の重要な背景であった。木村は

1925年に，公民教育調査会の設置および実業補習学校公民科教授要綱の公布に隠して次のように

述べている。

f時あたかも恰も普選問題，倍審法案の論議躍しき時に際会し，時勢は公民教育の必要を

要求して止まず，従って言論機関，就中東都の諸新揮は挙って新教育振興の必要を力説し，

多大の援助を与へたのである。これ又我が閣の公民教育の発達の上に調却することは出来

ぬ。J36)

普通選挙実施にともなう問題は，文部省が公民科 f特設J策をとるに至った重要な契機の一つ

であったことが知れる。で、は，普選に対応するために公民科の内容としていかなるものが要請さ

れたのだろうか。

木村は， r憲法に依り付与せられ，法律に依りて認められた国民の政治参与権は，国民各自の
公正なる自由と菌家に対する深き理解，強き信念の下に行痩せられねばならぬ。而して盟民の政

治参与をして盟民共開の最大表現たらしめ，国利民福の最大要件たらしめねばならぬ。調民が政

治に無頓着であり，閤民に政治忌避の思想生ずる程，国家に採りて危険なるものはない。J37}と

述べている。ここに示されているのは， 1920年代における，支配機構の帝盟主義的再編の嬰とし

ての普通選挙が機能するための条件であり，同時に公民科の呂標として必須のものであった。こ

れはもはや，徳自主義の修身には担いようのないものであった。

fはじめにjで指摘したような，実業補警学校公民科は修身と合体したものであるとか，修身

が発展的解消をしたものであるといった先行研究における環解は，かかる時代状況を見失うもの

となりかねないのである。

本稿で残された課題は，第1に，文部省が実業補習学校および実業補習学校教員養成所関連の
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法令に公民科特設を明記しようとしながら，出来なかった理由を明らかにすること，第2に，

業補響学校および実業補習学校教員養成所において事実上「特設j した公民科の，設置の実態，

内容・方法等を明らかにすること，である。
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17) r裳報補習教育の講演Jr農業教育j第251考， 1922年5月， 55真。
18) r文部時報j第46号， 1921年8月18，27頁。
19)新潟県教育会『文部省主催笑業補習教育講演集J1922年3月。

20)各県2名の委員の指名は，議長を務めた新潟県内務部長がおこなった。

21)新潟県教育会向上書， 251頁。

22)新潟県教育会同上書， 233頁。

23) r静岡外三県連合実業補習教育協議会答申Jr文部時報i第61号， 1922年1月1日， 15頁。
24) r全国実業補習学校教員養成所長会議Jr補習教育』第16号.1924年6月， 61-91真。
25) r雑纂 熊本市に於ける実業補湾教育講演会Jr補習教育j第6号， 1923年6月， 109頁。
26)なお，文部省諮問への答申に公民科の「特設Jを感り込むことは，愛知の講演会の数カ月前の8月，

文部省が主催し， 10日憶にわたって開催した実業補務教育夏期講習会における講演の影響もあったと

恩われる。この講習会は，全国から350名の参加者そ集めた。(r文部略報j第48号.1921年8月218.
24-25Jjf。なお「葉報Jr農業教育j第243号.1921年9月.63頁，によれば参加者260余名となって
いる)。

文部書記宮関療費量吉は，講演中以下のように述べた。

「…楚でチヨツと諸君が或は疑問なお懐きになるかと思いますのは.(r実業補習学校規模改正の
要旨Jにー武藤)謀議経済又は修身関語等の学科目に於て伝々とありますから，公民科として独

立した学科を置くのは善いか惑いかと云ふやうな御疑問があるかと思ひますが，此点は規定の改正

の際に，私も委員の一人として加はって底りましたが，イロ/¥議論がありまして，独立した一学

科を援くが至当であると云ふ議論が多かったのでありますけれども，是まで文部省の諸規定が修身

と云ふものの中で法制経済の知識を一緒の待問に教へるやうな仕組になって居りますから，それで

実業補習学校だけで公民科なり，又は国民科なり其他の名称で独立して震くと云ふことを，規定の

表面に議ふと云ふことは如何であろうかと云ふやうな話合で、あったと思ひます，其結巣斯う云ふ欝
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方になったのでありまして，決して独立してお置きになって差支へると伝ふ意味ではなく，寧ろ独

立して一学科をお蜜きになると伝ふことが望ましいことであると伝ふことは，是は私が此処で申上

げましても，敢て文部省の他の方からお叱りを蒙るやうなことは高々ないと考へるのであります，

…J (r実業補習教育に於ける公民教育j文部省実業学務局編『実業補習教育講演集j所収， 1922年
3月 8頁。)

27) r文部時報i第96号， 1922年12月21日， 13-18真。
28)例えば，次のような設鐙例がある。

・1921年6Fl17日埼玉県iiliI令第凶十三号 f埼玉県実業被努学校施設要項J第二教科及編制中に加設
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・1921年11月18付 広島県訓令第五十一号「広島県実業補習教育施設要項・町村実業補習学校準
員むには，後期第 2，3学年の修身の内容が， r道徳ノ要旨公民ノ心得法制及経済jのごとく
設定されている。 u文部終報j第58号， 1921年12月1日， 9-11真。)

29)千葉敬I上『日本実業補習教育史』東洋凶饗株式合資会社， 1934年， 343頁。

30) r第一回全国爽業擦習教湾大会議事録Jr補習教育j第31号， 1925年9月， 29-65資。
31) r全国実業補習学校教員養成所長会議Jr補習教育j第16号， 1924年6月， 64-92真。
32) r文部省告示第三百二十一号Jr文部時報』第142号， 1924年7月11日， 17-18頁。
33)木村正義 f公民教育概論Jr公民教育講演集 第二輯j文部省実業学務局，文部省構内実業補習教育
研究会発行， 1925年， 41頁。

34) 1924年2月初日付「秋発教第一00号実業補習学校教員養成所設置申誘J，および1924年3月27臼

付 f秋発教第一00号 実業補習学校教員養成月号規則訂正ニ関スル件J。なお，本資料の読解にあた

り福留和久氏の御協力をえた。記して感謝したい。

35)木村正義「公民科の中心思想Jr公民教育j創刊号， 1931年4月 3頁。
36)木村正義「公民教育の経過並に其の将来Jr補習教育』第23号， 1925年1月 6真。
37)木村正義，向上 7賞。


